
１．地域包括支援センターの事業評価とは

　市町村は、定期的に地域包括支援センターにおける事業の実施状況について評価を行い、
必要な措置を講じなければならないこととされています。（介護保険法第１１５条の４６関係）
　国において定められた指標（全国統一）により、人員体制及び業務の実施状況等を把握し、
また、全国的な傾向と比較し、適切な人員体制の確保や業務の重点化・効率化を図って参り
ます。

２．評価の概要

　令和５年度における地域包括支援センター事業の評価について、令和５年６月に実施され、
令和６年２月に全国集計され公表されています。本市の評価結果と全国平均値については
以下のとおりとなっています。
　

３．評価結果

（１） 当市の地域包括支援センターの特徴

（２） 現状で取組が進んでいない業務とその要因

（３） 今後の取組

資　料　２-１

　基幹型地域包括支援センターは認知症施策や在宅医療・介護の連携、ケアマネジメント支援
等の政策的な企画・立案の実施や困難事例に対応する役割を担い、各圏域地域包括支援セン
ターは、地域ケア会議等を通して地域資源・課題の抽出を行うなど、直営・委託双方のメリットを
生かした体制のもと、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できることをめざして各事業に取
り組んでいることが特徴です。

　権利擁護業務については、消費者被害に関し、センターが受けた相談内容について、消費生
活に関する相談窓口または警察等と連携が達成できていない点があります。消費者被害の相談
件数は低く、地域包括支援センターの助言により解決に至ったケースもあったことから連携の機
会がなかったことが要因です。

令和５年度地域包括支援センターの事業評価について

　地域包括支援センターの安定的な運営のためには、地域に密着したネットワークの構築が不
可欠です。医療、介護等の専門職をはじめ、民生委員・児童委員、ボランティア等地域住民団
体、また警察や消防等の公的機関との連携を図り、介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画に
おける重点項目を中心に取り組みます。

古賀市（基幹型地域包括支援センター）と全国平均（市町村）の比較

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1
1 組織運営体制等

2-(1) 総合相談支援

2-(2) 権利擁護

2-(3) 包括的・継続的ケアマ

ネジメント支援
2-(4) 地域ケア会議

2-(5) 介護予防ケアマネジメ

ント・介護予防支援

3 事業間連携（社会保障充

実分事業）

古賀市

R５年度調査

全国（市町村）

R５年度調査

福岡県（市町村）



　＜項目ごとの評価結果詳細＞

全国平均

85.6%

（取り組みが不十分であった内容）
・職員研修計画を年度当初までに策定できていない。
・苦情対応に関する方針を示していない。

大項目

１　組織運営体制等

市町村（基幹型地域包括支援センター）

63.2%
（取り組めた内容）
・広報紙やホームページ等を活用した地域包括支援センターの周知
等を実施。
・個人情報保護に関する取扱方針を定めている。

86.9%

83.3%
（取り組めた内容）
・地域包括支援センターへの相談件数の把握や、相談事例に関する
支援要請への対応。

（取り組みが不十分であった内容）
・相談事例の終結条件を定めていない。

2-(1)　総合相談支援

89.8%

2-(2)　権利擁護

（取り組めた内容）
・高齢者虐待防止に関する情報共有、議論及び報告等を行う会議に
おいて高齢者虐待事例への対応策を検討している。

（取り組みが不十分であった内容）
・成年後見制度の市町村申立てに関する判断基準をセンターと共有
していない。
・消費生活に関する相談窓口及び警察に対して、地域包括支援セン
ターとの連携についての協力依頼を実施できてない。

50.0%

70.5%

2-(3)　包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0%
（取り組めた内容）
・日常生活圏域ごとの居宅介護支援事業所のデータを把握している。
・地域ケア会議や事例検討等を行うことができるように研修会を実施
している。

69.3%

2-(4)　地域ケア会議 84.6%

（取り組めた内容）
・センター主催の地域ケア会議で検討された内容を把握している。
・地域ケア会議において多種職と連携して、自立支援・重度化防止等
に資する観点から個別事例の検討を行い、対応策を講じた。

（取り組みが不十分であった内容）
・センター主催及び市町村主催も含めた、地域ケア会議の検討内容
をとりまとめて、住民向けに公表していない。

71.7%

2-(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 83.3%

（取り組めた内容）
・自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関する基本方
針を定めている。

（取り組みが不十分であった内容）
・介護予防ケアマネジメント・介護予防支援を委託する際の地域包括
支援センターの関与について、方針を明示していない。

86.5%

3　事業間連携（社会保障充実分事業） 60.0%
（取り組めた内容）
・生活支援コーディネーターや協議体とのセンターの連携・調整が図
られるよう、連携会議の開催や情報共有の仕組みづくりなどの支援を
行っている。

（取り組みが不十分であった内容）
・認知症初期集中支援チームとセンターの連携・調整が図られるよ
う、連携会議の開催や情報共有の仕組みづくりなどの支援を行って
いない。

※組織運営体制（人員配置

や運営方針の策定等）に関

する評価項目

※総合相談支援業務に関す

る評価項目

※権利擁護業務に関する評

価項目

※包括的・継続的ケアマネジ

メント支援業務に関する評価

項目

※地域ケア会議に関する評

価項目

※介護予防ケアマネジメント・

介護予防支援関する評価項

目

※社会保障充実分事業に関す

る評価項目


